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日本遺産御嶽昇仙峡 地域活性化計画作成支援業務委託仕様書 

 

１ 目的 

  日本遺産御嶽昇仙峡地域活性化計画は、昇仙峡とその周辺地域の観光振興を図ると

ともに、日本遺産という資源を活用し、地域の魅力向上に取り組み、郷土への愛着と

誇りの醸成、観光関連産業と地域活性化につなげることを目的とする。 

 

２ 業務名 

  日本遺産御嶽昇仙峡地域活性化計画策定支援業務 

 

３ 業務期間 

契約締結日から令和８年３月３１日（火） 

 

４ 日本遺産御嶽昇仙峡地域活性化計画策定に係る委員 

  地域活性化計画策定に関する委員については昇仙峡地域活性化推進協議会幹事会

の委員が兼ねるものとし、人数は 11 名とする。 

 

５ 委託業務の概要 

（１） 計画策定に係る基本支援 

（２） 現状分析及び他の日本遺産認定地域の事例紹介等の業務 

（３） 会議への出席及び運営支援と資料作成等支援 

（４） 地域活性化計画案の策定 

（５） 成果物の作成 

 

６ 業務の内容 

（１）計画策定に係る基本支援 

・訪問、電話、メール等による相談支援 

・計画策定に必要な資料等の調査及び提供 

・計画策定に必要な各種統計データ※の収集及び分析 

※発注者から提供するデータも含む 

 

  （２）現状分析及び他の日本遺産認定地域の事例紹介等の業務 

・発注者から提供した資料やデータをもとに、これまでの昇仙峡地域活性化推 

進協議会の活動について現状分析を行い、「日本遺産評価・審査委員会」が日 

本遺産認定地域に求める「目標、指標、基準」等の目標達成に向けた事業提 

案等を行うこと。 
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・日本遺産の計画に関する目標や指標等については、 

 https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/nihon_isan/（文化庁の日本遺 

産に関するサイト）を参照すること。 

    ・今後の計画原案の作成に向け、昇仙峡地域活性化推進協議会に近しい事例を 

紹介し、事業提案等を行うこと。 

 

（３）会議への出席及び運営支援と資料作成等支援 

・地域活性化計画等の作成に必要な会議に出席し、オブザーバーとして意見を 

求められた場合には発言をするほか、会議資料及び議事録の作成を行うこと。 

    ・会議の開催にあたり、計画策定委員への出席の調整、依頼をするとともに、

開催場所の手配も行うこと。なお、開催場所については事前に発注者と協議

すること。 

    ・会議資料等の詳細な書式・部数等は発注者の指示に従うこと。 

    ・議事録は、発言者名及び全発言を含むものと、公表を前提とした簡潔なもの 

の２種類を作成するものとし、詳細な書式は発注者の指示に従うこと。 

    ・計画策定会議の開催予定数 ３回（１０月・１２月・翌年１月） 

    ・昇仙峡地域活性化推進協議会総会への参加 １回（翌年２月） 

 

（４）地域活性化計画案の策定 

  ・会議の検討結果のほか、発注者が提供する所定の様式と日本遺産評価・審査 

委員会が定める「目標、指標、基準」を踏まえ計画案を作成すること。 

 ・第２回計画策定会議（１２月）において、中間案を示すこと。 

 ・第３回計画策定会議（１月）において、最終案を示すこと。 

 

（５）成果物の作成 

 ・成果物については次のとおりとする。 

① 地域活性化計画案 ３０部 

② 業務全体に係る報告書 ２部 

③ その他（打ち合わせ記録、本業務で使用したデータ等） 

・地域活性化計画案は紙媒体と電子データの２種類を納品 

① 紙媒体：カラー版 Ａ４判横書き、作図等は適宜 

② 電子データ（ＤＶＤ-Ｒ ＣＤ-Ｒ等に格納） 

 

 

7 留意事項 

（１） 業務内容については発注者と十分協議して行うこと。 

（２） 受注者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年５月３０日法律第５７号）
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を遵守し、業務上知り得た事項を第三者に漏らしてはならない。 

（３） 著作権及び肖像権等の権利を侵害しないよう十分留意すること。 

（４） 本業務の制作物等を発注者が委託期間後も継続して無償で使用できるよう配

慮すること。 

（５） 本業務において、第三者からの権利侵害の訴えその他紛争等が生じた場合は、

受注者は自己の費用及び責任においてこれを解決するものとする。さらに、発

注者に何らかの損害を与えたときは、その損害を賠償するものとする。 

（６） 台風や災害等の不可抗力により受注者に損害が生じた場合、受注者は発注者

に対してその損害を請求することはできない。また、その他、発注者・受注者

の責任に拠らない事情により、企画が中止となった場合は、双方で協議を行う。 

（７） 提案内容は発注者との協議により、変更できるものとする。 

（８） 受注者は、本仕様書に疑義が生じたとき又は、記載のない事項が発生した場合

は、発注者と速やかに協議しその指示に従うこと。 

 

 


